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1　問題提起
　「真実かつ公正な概観」（ATrue　and　Fair　V｛ew，以下TFVと略す）は，もと
もとイギリス会社法上の概念であった。イギリスでは，会社の設立に初めて準
則主義を認めた1844年登記法における「完全かつ真実」（Full　and　True）以来，
f完全かつ公正」（Full　and　Fair）や「真実かつ正確」（True　and　Correct）などの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1｝文言が規定上みられたけれども，1948年会社法でTFVとなって以来，この用
語が今日まで変わらずに，会社財務報告における最高基準として用いられてい
るのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　②　また，最近では，EC会社法指令第4号においても，その最高基準として
TFVが規定されたことから，　EC加盟各国の会社法にもすでに導入されたか，
または現在導入されつつあり，その影響はイギリス以外の国にまで及んでいる
と考えられる。それゆえ，このように重要性のたかまった，このTFVにっい
て，かなり多くの論攻がみられるようになっている。しかしながら，TFVの
意義について会社法上，明確に規定されていないために，導入されて以来，す
でに40年ほども経過しているイギリスにおいてすら，論者により区々な解釈が
行なわれており，その解明の必要性が痛感されているような状況にあることが，
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3｝問題として注目されねぽならないのである。
　ところで，会計（監査を含む）を社会的制度としてとらえるならぽ，会計（狭
義）と監査，すなわち財務諸表の作成とその検証とが有機的一体として機能す
ることによってのみ，会計は存在意義を有し，制度上の役割を果たすことがで
きると考えられる。その一体性は，たとえば，財務諸表の作成基準が，即，監
査上の判断基準になることにも，その一端がうかがえるのである。このような
意味からすれぽ，TFVについても，会計の観点からと同様に監査の観点から
も検討されるべきであり，そうでないならぽ，片手落ちの議論であると言って
も過言ではないと思われる。そして，本稿で取り上げるT．リー（TQm．　A．　Lee）
　　　　　　（4｝のr会社監査論』（C・mpany　Auditing，2nd　ed．，1982）は，これまで少なかった
と思われる，監査の観点からTFVを検討したものの1つなのである。
　T．リーが，そこで展開している所説の特徴は，TFVを提示するためには，
会社法の会計規定および一般に認められた会計実務ないし会計原則（GAAP）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）に準拠するだけでは不充分であるとする点にあると思われる。しかし，従来よ
り，GAAPに準拠することがTFVを提示することに，即つながるという対照
的な考え方も，多くの支持を得ていたのである。
　本稿では，まず，後者の考え方（これを伝統的解釈と呼ぶことができよう）を取
り上げ，その問題点と思われるところを指摘して，T．リーの所説を解明する
ための手懸りとする。その次に，T．リーの所説を検討し，特にTFVの最優先
性の根拠についての考察を行なう。
皿　伝統的解釈とその問題点
　すでに述べたように，TFVの伝統的解釈とは，　rGAAPへの準拠イコール
　　　　　　　　　　　　　　　⑥TFVの提示」とする考え方である。このように理解するものは枚挙に暇がな
いほど多いけれども，ここでは，まずGAAPの意味を明らかにすることが議
論の前提として必要である。というのは，GAAP自体に，複数の解釈があり
うるために，GAAPをどのように捉えるかによって，　GAAPへの準拠の意味
が異なってくるからである。
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　GAAPにっいては，これを会計基準設定団体ないし機関により成文化され
た公式見解，たとえば実務会計基準書（Statements　of　St・ndard　Accounting　Prac．
tice：SSAPs）までに限定する狭義の理解と，それにとどまらず，　SSAPs以外の
会計基準設定団体からの公表物や学説ないし意見なども含まれるとする広義
　　　　　　　　　　　　　　　　　〔7｝の理解とに大きく区分することができる。まず，狭i義の理解を前提にして，
GAAPへの準拠＝TFVの提示と考える見解を検討することにしよう。
　ここでは，GAAPが公式に成文化された形で表明されているので，財務諸
表を作成する際に従わなけれぽならない基準が明確である。それゆえ，監査に
おいて，その財務諸表がTFVを提示しているかどうかについて，監査人が意
見形成する際に依るぺき判断基準も明確であると言えよう。というのは，監査
において監査人は，財務諸表がGAAP（成文化されたもの）に準拠して作成さ
れているかどうかを検討し，GAAPに従っていれば無限定の肯定意見を表明
できるからである。したがって，狭義のGAAPを前提にした，このような
TFVの理解は，真実かつ公正な財務諸表を作成する責任を負っている経営者
と，その財務諸表の監査を行ない，意見を表明しなけれぽならない監査人との
両者にとって，その責任の範囲が明確であるという長所を有しているのである。
　しかし，一方では，このような考え方には次のような短所があるのではない
かと思われる。すなわち，成文化された会計基準では，企業内外の環境変化に
対処できないということである。不確実性の時代と言われている現在ほどでは
ないにしても，企業の内外において，どの時代でも常に環境条件が変化してい
ることは容易に理解できる。ところで，ある経済事象に関する会計基準が設定
される場合には，当然，その当時の経済および一般的企業の状況を前提にして，
その前提のもとで当該経済事象を処理するために最も望ましいものと衆目の一
致すると思われる会計基準が選択され，規定に盛り込まれることになる。しか
しながら，すでに述べたように，企業の環境は内外ともに変化するのであり，
たとえば，企業の外的環境の変化としては，イソフレーションの進行や為替相
場の急激な変動などがあるし，企業の内的環境の変化としては，その企業が継
続企業とはみなせなくなることや，ある種の取引の大幅な増大などがある。内
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的であれ外的であれ企業環境が変化すると，変化する前の環境を前提にして設
定された会計基準では，変化した後の環境には適合しなくなってしまう，つま
り，経済事象の会計処理の結果が適当でなくなってしまうおそれが，必ず存在
するのである。
　以上の記述から明らかなように，成文化されたGAAPへの準拠をもって，
TFVが提示される条件とすることは，財務諸表の内容を硬直化させることに
なり，企業の実態にそぐわない会計報告を行なう危険性を常に孕んでいるので
　（8｝
ある。
　さて，GAAPの範囲を，成文化された会計基準設定団体の公式見解に限定
しない広義の解釈によるならば，このような狭義の解釈の短所は解決されると
　　　　⑨考える論者もいる。確かに，GAAPを広義に理解するならば，会計基準設定
団体により成文化された会計基準が，環境の変化により適合しなくなったとこ
ろを補って，適切なレベルの質と量を備えた会計報告を行なうことが可能にな
ると考えられ，狭義のGAAPの場合の短所は解決されるとすることができる。
しかしながら，広義のGAAPを前提にして，それへの準拠をもって，　TFVの
提示と解することは，GAAPの範囲があいまいであるために，監査人のみな
らず経営者の責任の範囲も不明確にならざるをえないという短所をもっている
のであり，かりにこの短所が重要でないとしても，なお解決できない，次のよ
うな論理的観点からの問題点が指摘できるのである。それは，ある会計原則な
いし会計基準をなぜ一般に認められたものと考えることができるのかという
点を考慮することにより，前面に押し出されてくる問題である。つまり，ある
会計原則が一般に認められたものと考えられるのは，その会計原則を適用した
結果作成される財務諸表が，その企業の状態ないし状況につき，TFVを提示
することができると認められるからであり，そのように理解すると，GAAP
への準拠をもって，TFVの提示とすることは，論理的循環すなわち循環論
　　　　　　　　　　　　　　　　⑩（circular　argument）に陥る結果になると思われるのである。
　上述の指摘の意味を，棚卸資産の原価配分法を例にとることにより，具体的
に説明することにしよう。
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　特に，イソフレーション期においては，企業規模に応じた一定数量の商製品
などに関する価格変動の影響を，できるだけ損益計算から排除することを目的
とした基準棚卸法（base　stock　method）または正常在高法（normal　stock　method）
が採用されるぺきであるという考え方が，以前から存在していることは周知の
通りである。そこで，広義のGAAP解釈によれぽ，インフレーション期に・
ある企業の財務報告において，経営老が基準棚卸法を選択適用し，監査人たる
会計士も，そのことについて問題なしと考え，それに対しては，限定を行なわ
ない可能性がある。そのような場合でも，この基準棚卸法はGAAPに含まれ
ることになるが，その根拠としては，基準棚卸法を適用した結果が，究極的に，
その企業の状態および状況につき，TFVを提示することがより可能になると
いう点に求められざるをえないと思われる。したがって・TFVについて・
GAAPへの準拠＝TFVの提示，と考えることが意味をもつためには，　GAAP
の意義が独立して明らかになっていなけれぽならないにもかかわらず，ある会
計基準（ここでは基準棚卸法）がGAAPと認められるかどうかが・TFVを提示
することにつながるかどうかによって決定される，つまり，TFV概念に従属
して理解されざるをえないということは，結局，循環論になってしまっている
のではないかと思われるのである。
　また，広義のGAAPについてだけではなく，狭義のGAAPを前提にして・
TFV＝GAAP準拠とする解釈についても，この点については，同様であるこ
とが指摘されねばならない。すなわち，ある会計基準が，成文化された公式見
解において，なぜ認められているのかという点について，その根拠としては，
当該会計基準を適用した結果が，通常の状況を前提にして，TFVを提示する
ことにつながると解されたからであると考えざるをえない。それゆえ，この点
についても，前述の議論と同様の結論に落ち着かざるをえないのである。
　さて，以上のように，伝統的解釈，すなわち，GAAPへの準拠をもって，
TFVの提示であるとする見解には，たとえ，　GAAPを広義に解したとしても，
狭義に解したとしても，解決されない大きな問題が含まれることが明らかであ
る。そこで，このような伝統的な解釈とは異なり，GAAPに準拠するだけで
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は不充分であるとするT．リーの所説を取り上げることに，意義が見い出せる
のである。
皿　T・リーの所説
　ここでは，皿における議論をふまえて，特に，会計基準の選択適用とTFV
との関係について，T．リーがいかに考えているかを論じていく。
　さて，財務諸表に対するTFVについての意見こそ，監査人が表明すること
を制度的法的に要求されているものである。それゆえ，真実性と公正性という
2つの基準を充たす会計情報を作成するために，会社経営者が採用した会計基
準または会計方針こそが，特に監査人の関心の的になる。というのは，たとえ，
1948年会社法の第8付表やSSAPsが存在していたとしても，会計上の評価ま
たは配分は，「必然的に，弾力的で，かつ承認された会計実務か，または個人
的な経験，判断および意見という，より主観的な要因のどちらかに，かなりの
　　　　　　　　　　　　UD程度依存しているからである。」したがって，この部分が，会計監査における
最も騰で厄介なものと教られてい為である。
　この点に関連して，会計方針の充足すべき条件として，T．リーは，以下の4
つを示している。すなわち
「1．法律上規定されているか，または，一般に認められていると思われる会
　　計方針として広く承認されるかしており，さらに，適切な状況の下で会計
　　担当者および会社経営者により採用されねばならない。
2．当該企業の営んでいる事業の種類に適合し，かつ適用可能であると考え
　　られねばならない。
3．　首尾一貫して採用されねばならない。
4．規定されたかまたは承認された概念（以下のものを含む）との対立や矛盾
があってはならない。
　　　　㈱。継続企業（Going　concern）
。対応（Matching）
。実現（Realization）
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　　　　　　　　q4　　　。歴史的原価（Hist・ric　c・st）
　　　。保守主義（Conservat三sm）
　　　　　　　　　　　　㈲　　　。重要性（Materiality）」
　これを監査人の側からみるならぽ，監査人は，①会社により採用された財務
会計方針が認められ，かつ，一般に承認されうるものであることを検証し，②
その財務会計方針が，会社によって行なわれている事業の種類に適合し，かつ
適用可能であることを検証し，③会社が会計方針を首尾一貫して適用している
ことを検証し，④会計上の評価に関する経営者の意見が合理的であることを検
証しなけれぽならない，としている。これらをTFVとの関係という視点から
捉えなおすならば，そこにはいくつかの指摘すべき点が潜んでいると筆者には
思われる。
　第1に，1．一般的承認性と2．事業活動適合性との関係が問題である。周知
のように，イギリスでは，「会社法が，財務諸表の性質のための最優先的基準
（・verriding　criteria）としてr真実性』とr公正性』とを会計に対し要求してい?
る。」つまり，その最優先性とは，もし法律上の会計に関する規定やSSAPsに
よる要請に従って処理すると，その結果として財務諸表のTFVが損われると
考えられる場合には，それらの規定や要請からの離脱（departure）すなわち，
それへの不準拠（non－compliance）を行ない，財務諸表がTFVを提示できるよ
　　　　　　　　　　　　　　　　qのうにしなけれぽならないというところにある。したがって，一般的承認性より
も，事業活動適合性の方がより重視されるべき条件であるということが明らか
であり，この条件がGAAPからの離脱の主たる根拠であると考えられている
ようである。ただし，この離脱を行なう義務は，取締役に課されているため
（1985年会社法第228条第5項），そうしようとする場合には，会社経営者（取締役）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬の側で，「強力かつ説得力のある客観的な論拠」を提示し，監査人を納得させ
なければならない。
　第2に，3．首尾一貫性に関して，これに限界が存在することが示されてい
⑲
る。この限界には以下の2つがある。すなわち，現在のように相当不確実な社
会経済的環境の下では，その環境自体の急激な変化が起こる可能性を否定する
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ことはできない。それゆえ，以前ご採用していた会計方針が，環境の急激な変
化やそれにともなう事業活動の変化により，現在では適合性を失ってしまうこ
とがありうるという意味での限界が第1のものとして存在する。しかし，これ
については，TFVとの関連でさらに論ずべき以下のような理論的には重要な
問題が残されている。
　すなわち，会計方針の変更がなされるのは，継続性の固執が財務諸表のTFV
提示を損うために，TFVの最優先性にもとついて要求されたからなのか，そ
れとも，首尾一貫性概念自体に単なる「継続性（continuity）」とは異なる事業
環境・活動との首尾一貫性という側面が存在するために会計方針の変更がなさ
れるのかという問題である。これについてT．リーは明言していないけれど
も，「会計方針の首尾一貫した適用がそのような概念（TFV……引用老）を損う
　2①
……vという文言から推測すると，首尾一貫性の遵守が必ずしもTFVを支持
するものではないと考えられているので，彼は前者の見解をとっているとみる
ことができよう。また，首尾一貫性の規定（1981年会社法第1附則11条，1985年会
社法第4附則11条など）の中に，それからの離反の認められる場合の規定が存在
しない以上，この規定からの離脱はその規定より上位にあるTFVの基準を根
拠にせざるを得ないと考えられるのである。
　いま1つは，この概念について，通常言われているように，事業問比較に関
　　　　　　　　　　　⑳わる限界が指摘されている。すなわち，いくら毎期継続して，同一の会計基準
を採用したとしても，そこで可能となるのは，一企業の期間比較のみであり，
企業間比較には役立ちえないという指摘である。
　第3に，第4の条件，すなわち，継続企業や対応などの6つの概念と矛盾し
ないという条件が，監査人の職務としては，評価に関する経営者の意見の検証
となって，具体化されている点が指摘されるべきである。その実例としては，
資本的支出と取益的支出の区別，棚卸資産の品質低下や陳腐化など，固定資産
　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱の耐用年数，貸倒引当金が挙げられている。これらは，金額的見積りに深く関
わっている事項と言える。
　ここで，以上の1から4までの条件の関係を整理するならぽ，1．一般的承
　　　　　　　　　　一「真実かつ公正な概観」と監査判断一　　　　　　　　　　　75
認性は，判断される会計方針それ自体の問題であり，2．事業活動適合性は，
会計方針を選択する際の問題であり，3．首尾一貫性は，一旦選択された会計
方針の適用に関する問題であるのに対して，4．諸概念と矛盾しないこと（経営
老の意見）は，不確実な事項に関する見積り，すなわち予見に関わっており，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会計の選択性と暫定性，つまり主観性がここで取り扱われていると言えよう。
　以上の記述より明らかなように，T．リーは，　GAAPへの準拠をもってTFV
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が提示されているとする見解ではなく，GAAPからの離脱も認められる場合
があると考え，さらに，この最優先性の根拠を，会計基準の条件のうちの，2．
事業活動への適合性に求めていると考えることができるであろう。
　ところで，一白に事業活動への適合性と言っても，事業自体，およびその環
境の特殊性を考えると，あまりに多くの，しかも複雑な状態が想定できる。よ
って，それを適切に理解するためには，いま一度，TFVの意味を論じ，事業
活動への適合性との関連について検討する必要があるのである。
　T．リーは，TFVについて，これを真実性と公正性からなる概念であると考
望，それぞれの意義を論じている。まず，rr真実である』とは，財務諸表に含
まれている会計情報が，その描写しようと意図している経済事象，活動および
取引と合致（c・rresp・nd）するように計数化され，伝達されたことを意味する。
それゆえ，合致とは，情報がその利用者による事象等の確実な理解に役立ちう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　るように，当該事象に適合しているという意味に解されねぽならない」と述べ
ている。つまり，「真実性」は「合致性」（c・rresp・ndence）として理解されてい
る。さらに，この合致性には，2つの意味が含まれていると思われる。それは，
1つには，会計情報と，会計対象である事象・活動との合致，すなわち，いわ
ゆる「表現上の忠実fl」（，epre、en，。，・。n。l　f。・・h・。1ness）であり，いま1つは，会
計情報と，利用者の情報要求ないし関心との合致，すなわち，いわゆる「目的
　　⑳適合性」（relevance）である。
　また，「r公正である』とは，会計情報が客観的で，かつ，会社の利害関係者
のうちの，いかなる特定の一部に対しても，特別の配慮をすることなく，測定
され開示された。と臆味す砦」と述べられている．つまり，公正性は，喀
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観性」（objectivity）と「不偏性」（freedom　from　bias）として理解されている。ま
た，客観性については，「もし，監査人の目的（aims）の1つが，会社会計情報
の客観性について報告することであるならぽ，その時，当該監査人は，そのよ
うな情報に対する自分の意見を裏付けるため，客観的証拠を用いていると確信
していなければならない。換言すれぽ，証拠資料は，（中略）それが示している
会計醐などの裏付けに関しては，不偏的で鮒ればならな、璽」と述べている。
それゆえ，客観性は，証拠という概念を媒介にして，不偏性に包括されるもの
と考えられているとみてよいであろう。
　以上のような，T．リーの解釈をふまえ，　TFVの最優先性の具体的あらわれ
である現行GAAPからの離脱を考察すれぽ，それは，3つの観点，すなわち
①目的適合性，②表現上の忠実性，および③不偏性のそれぞれとの関連から分
類できると思われる。まず，①目的適合性との関連では，利害関係者の関心の
推移（これには中心的利害関係者の交替，たとえば短期債権者から一般投資家への変化
も含む）により，求められる会計情報の内容自体が変わり，その結果，現行
GAAPから離脱して，変化後の利害関係者の関心にマッチした会計情報を提
供しなけれぽならなくなるということが考えられる。
　ここで，目的ないし関心の変化については，中心的な利害関係者の関心が変
化する場合（一般目的の変化）と，特定の利害関係者の関心が変化する場合（特
定目的の変化）とが区別されねぽならない。前者は，支配的中心的利害関係者
を念頭にお・・鍛定され鮒ればならな・・会計基轟れ自体が，すで噸励
ものとなっているわけであるから，その修正が必要とされる。また，後者は，
たとえぽ，ある特定の企業が継続企業とは認められなくなり，通常は当該企業
の長期取益力に関心を示すと思われる株主（ただし，当該企業の）までもが，そ
の企業の債務弁済能力ないし清算価値に，主として関心を示すようになる場合
などである。ただし，この後老の場合を，利害関係者の側面からではなく，企
業の側面からみるならぽ，これは，企業の内的環境の変化であると考えられる。
すなわち，これは，次に取り上げる表現上の忠実性を別の角度からみたもので
あると言えよう。これに対して，企業の外的環境の変化，たとえぽインフレ＿
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ションの進行は，特定企業に固有のものとしては収まらずに，ほぼあらゆる企
業の環境変化となるであろう。それゆえ，これは，前者の一般目的の変化に該
当すると思われる。
　次に，②表現上の忠実性については，企業の特殊性から，現行GAAPに従
って作成された財務諸表では，当該企業の状態および状況について，これを忠
実に表示することができなくなる場合が考えられる。ここでは，企業ないしそ
の取引の特殊性が問題となっているので，環境の変化と言った場合には，企業
の内的環境がもっぱら取り上げられることになる。これについても，企業の内
的環境の変化が利害関係者の関心の変化に結びつく場合と，利害関係者の関心
は一定で変わりないにもかかわらず，企業の内的環境が変化しただけである場
合とが区別されねばならない。すでに述べたように，前老は，目的適合性のう
ち特定目的の変化に対応するものである。また，後者は，その例として，いわ
ゆる続続性の変更を挙げれぽ充分であろう。
　最後に，③不偏性との関連では，現行のGAAPに従って財務諸表を作成す
ると，企業の利害関係者のうちの一部に特別な配慮をしたことになる場合，す
なわち，偏向が生ずる場合が考えられる。これについても，現行GAAPそれ
自体に問題があって，偏向が生ずる場合と，現行GAAPには何ら問題がない
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬けれども，企業の特殊性から偏向が生ずる場合とが，理論的には考えられうる。
前者の場合には，GAAPを修正することが必要である。これに対して，後者
の場合は，目的適合性や表現上の忠実性の問題として処理されるのではないか
と思われる。
　以上のような，TFVに関する議論をふまえて，　T．リーの会計基準の選択適
用（会計方針）に関する問題を再度，取り上げることにしよう。まず，T．リー
の言う「事業活動への適合性」は，TFV概念の構成要素のうちの「表現上の
忠実性」（それゆえ，「目的適合性」の後者をも含む）を別の角度からとらえたもの
であると考えられる。次に，「目的適合性」の前者，すなわち，中心的目的に
関わる部分や，「不偏性」の前者などの会計基準自体の修正を云々しなければ
ならない場合については，監査における監査人の判断という枠組を超えた制度
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的社会的問題であると考えていると推定できる。それゆえ，採用される会計方
針が法律またはSSAPsの規定において認められていなけれぽならないという
既述の第一の条件は，そのような考え方から，現行GAAPが有効である通常
の状況のもとでの会計方針の選択，ひいては監査判断に関わるものであると思
われる。
N　結　　語
　以上，TFV概念と，特に会計基準との関係を，　T．リーの所説を中心に論じ
てきた。その主たる検討結果を要約すれぽ，以下のとおりである。
　まず，伝統的な解釈について，狭義説には，財務諸表の内容が硬直化してし
まうという短所が，また広義狭義両説には，循環論に陥っているという問題点
の存在することが指摘された。
　また，T．リーの見解の検討においては，彼がTFVを「真実性」と「公正
性」の複合概念であると理解していること，TFVの最優先性の具体的あらわ
れである現行会計基準からの離脱は，「事業活動への適合性」を根拠にしてい
ること，そして，TFV概念につき，「真実性」が「目的適合性」と「表現上の
忠実性」として，「公正性」が「不偏性」として解されていることが指摘され，
さらに，これらの諸概念間の関係が，企業環境の変化を媒介にして論じられた。
そこでは，「事業活動への適合性」が「表現上の忠実性」と対概念であること
が指摘されたのである。
　すでに述べたように，導入以来約40年を経過しているTFVについては，本
稿で論じられた点の他に，多くの問題がいまだ残されている。たとえば，（1に
れを真実性と公正性の複合的櫨念とみるか，それともただ1つの概念とみるか，
または，（2）TFVは財務諸表の全体に対する判断か，それとも個々の項目に対
してもなされる判断か，（3）重要性との関係はいかに考えられるべきか，などで
ある。これらの残された論点，および，本稿において紙幅の都合で触れること
のできなかった点については，今後，さらに検討を加えていきたい。
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（注）
①　この問の経緯については，中村忠rr真実かつ公正な概観』とは何か一英国に
　おける会社法と会計原則一」，『神奈川大学商経法論叢』12巻4号，に詳しい。な
　お，イギリス会社法における，これらの概念の変遷については，J．G．　Chastney，
　丁吻εα加lFair　View－historツ，　meaning　and　the　tmψact（ゾtんe　4疏0”e　tive・
　The　Institute　of　Chartered　Accountants　in　England　and　Wales　Research　Com・
　mittee　Occasional　Paper　No，6，1975．第2章や西山芳喜「イギリス会社法におけ
　る会計原則の展開一r真実かつ公正な概観の要請』を中心にして一《附属資料》新
　会社法の会計規定〔試訳〕」『金沢法学』25巻1号などを参照されたい。
（2）これとTFVとの関係を論じたものに，野村健太郎「EC会計と真実公正な概観」
　『税経通信』36巻7号，や伊豫田隆俊「EC第4号理事会指令にみる“真実かつ公正
　な概観”に関する一考察」『甲南論集』9号などがある。なお．EC第4号指令自体
　については，森川八洲男rECにおける会計基準の形成一特に第四号指令r特定の
　会社形態の年度決算書』をめぐって一」『会計』115巻1号，2号。
（3）ここでは，TFVに関する議論の内容が，イギリスとそれ以外のEC諸国とでは
　異なっていることが指摘されねぽならない。というのは，イギリスにおいては，歴
　史的原価主義による財務諸表がTFVを提示しているのかという点が中心に論じら
　れている（たとえば，“The　Accounting　Standards　Committee　Joint　Opinion”，
　Accountancツ，　November　1983．　The　Accountant’s　Maga2ine，　December　1983や
　T．A．Lee，“ASC，　CCA　and　a　true　and　fair　view”，　The　Accountant’s　Maga2ine，
　April　1984．など）のに対して，その他の国では，　TFVの国内法への導入を念頭に
　おいて，議論をしている（たとえば，U．　Leffson，“Das　neue　deutsche　Bilanzrecht
　der　Kapitalgesellschaften　unter　der　Forderung　des　true　and　fair　view，，　JfB，
　1／86やD．Pham，“A　TRUE　AND　FAIR　VIEW：AFRENCH　PERSPECTIVE”
　i。EEC・Acc・unti・g　Harm・ni・ati・n・lmPl・m・nt・ti・n・and・lmP・・t・ゾ∫ん・伽・読
　Directive，　ed．　by　S．J．　Gray　and　A．G．　Coenenberg．など）のである，なお，イ
　ギリスにおける議論との関連では，歴史的原価主義会計と，現在原価会計のどちら
　もTFVを提示できないとする論者もかつていた（M　C・Miller，“‘True　and　Fair’
　and　Audi　tors’Reports”，　The　Australian　Accountant，　April　l969．）ことを付言
　しておく。
（4）　T．A．　Lee，　Company　Auditing，2nd　ed．，　published　for　the　Institute　of　Char－
　tered　Accountants　of　Scotland　by　Gee　and　Co．（Publishers）Ltd．，1982．本書に
　ついては，その第3版がすでに出版されているが，いまだ入手できていない。この
　ため本稿では，この第2版によっている。
⑤　その他の特徴としては，本稿で述べることの他に帳簿記録の重視などが挙げられ
　る。これは，イギリス会計監査の伝統を反映したものと思われる。なお，イギリス
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　会計監査の特徴が帳簿記録の重視にあることを指摘したものに，桜井弘蔵「イギリ
　ス監査の性格と構造」『会計』94巻2号，91－92頁や森実「英国の監査報告書の構造
　と論理」『香川大学経済論叢』39巻2号，168頁などがある。
（6）このような考え方としては，T．K．　CQwan“Are　Truth　and　Fairness　Generally
　Acceptable？”，　The　Accounting　Reviezv，　October　1965，　p．789．に引用されたオ
　ーストラリア勅許会計士協会やニュージーランド会計士協会の見解や，B．A．　Ru・
　therford，“The　True　and　Fair　View　Doctrine：A　Search　for　Explication’，，　Jour．
　nal　of　Business　Finance　and　Accounting，　Winter　1985，　p．　488．に引用された
　GAリーの見解などがある。
（7）この点については，アメリカにおける議論ではあるが，AICPAの監査基準書
　（SAS）第43号第5章に詳しい（石田三郎r監査意見形成論』中央経済社，昭和58年，
　69－72頁。なお，同書には，GAAPと適正表示との関係について論じた，　P．　Rosen－
　field　and　L．　Lorense，‘‘Auditors’responsibillties　and　the　audit　report”，　The
　Joternal　of　Accountancy，　September　1974．も取り上げられている）。
⑧　同様の見解は，朴大栄「適正性概念の問題点一制定基準との関係を中心として」
　r企業会計』35巻8号，107頁にも述べられている。
（9）D．R　Carmichael，“What　does　the　independent　auditor’s　opinion　really　meanP”，
　The　Joarnal　of　Accountancy，　Novem1）er　1974，　p．　85．
aO）National　Companies　and　Securities　Commission，‘A　True　and　Fair　View’
　and　the　Reporting　Obligations　of　1）irectors　and．Auditors（Canberra，　Australian
　Government　Publishing　Service，1984），　p．16．
⑪　T．A．Lee，　o戸．　cit．，1982，　p．139．
a勿　　Ibid，，　pp．138－139．
a3）T．リーは，この継続企業に関する判断は，監査人にとって最も困難な問題であ
　り，むしろ，会計機能の限界を超えるものであるとする（lbid．，　p．140．）。
a4　もちろん，現在原価が用いられる場合もある（lbid．，　pp．141－142．）。
（1⑤　　Ibid．，　pp．139－143．
α⑤　　Ibid．，　P．146．
aT　実際の会計報告において，どのような離脱の例があるかについて，ある実態調査
　では，次のような結果が報告されている。
　（1）限定事項
　　　①　会社法からの離脱……………………………1件
　　　②　会計基準からの離脱………………・………・・8件※1
　　　　　　　小　計　　　　　　　　　　　　　9件
　（2）特記事項（special　comment）・・……・…・…・・……3件※2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　12件
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　※1．この内訳は，
　　　i）SSAP　1号（関係会社の会計）に関係…………1件
　　　ii）SSAP　12号（減価償却の会計）に関係・…・・……3件
　　　血）SSAP　19号（投資不動産の会計）に関係………3件
　　　iv）SSAP　l6号（現在原価会計）に関係……………1件である。
　※2．この内訳は，
　　　i）SSAP　12号（減価償却の会計）に関係…………1件
　　　ii）SSAP　9号（棚卸資産会計）に関係……………2件である。
　（工J・R・Mason，“Auditor’sReport”in　liTinancial　RePorting　1984－1985：A　Survey
　of　UK　Pacblished　Accozents，　ed．　by　D。J．　Tonkin　and　L，C，L．　Skerratt，　The　In－
　stitute　of　Chartered　Accountants　in　England　and　Wales　London，1984，　pp．20－
　25．）なお，いま少し，説明を加えれぽ，限定事項の8件は，経営者の考えでは，
　財務諸表がTFVを提示するために必要であると思われる離脱であるのに，監査
　人がそれに同意しなかったものであり，特記事項は，経営者も監査人も，ともに，
　離脱が必要であると考えたものと言えよう。そして，SSAP　9号に関わる特記事項
　のうち，1件は後入先出法の採用について，もう，1件は，基準在高法の採用につ
　いて，述べられている。
⑱　T．Lee，　op．cit，，1982，　p．147．
ag），⑫①，⑦D　　lbid．，　p．144．
⑳　これについてキャノン（A．Cannon）は，事業間比較を可能にするため，首尾一
　貫性との関連で統一性を指向している（A，Cannon，“Discussion　Notes　on‘The
　Basic　Postulates　of　Accounting’”，　The　Journal（～f　Accountancy，1962，　p．52．）。
㈱　T↓ee，　op．cit．，1982，　p．145．
⑳　我が国においても，この選択性と暫定性，すなわち主観性が，真実性を相対的た
　らしめる要因であると考えられている（罵村剛雄r体系会計諸則精説』中央経済社，
　昭和58年，33－34頁，森川八洲男rセミナー総合財務諸表論（改訂版）』税務経理協
　会，昭和59年，33－34頁など）。
㈱　ここで，T．リーのGAAP概念について述べておこう。彼は，「この（一般に認
　められていることの……引用者）証左は，1948年会社法の第8附表および，会計学
　文献（たとえぽ，実務会計基準書，および，より実務的な意味では，ほとんどの法
　人または非法人企業の財務諸表）に見い出される」（T．Lee，　op，　cit．，1982，　p．143．）
　と述べていることから，その範囲を，SSAPsよりも広くとらえ（したがって，狭
　義説とは言えない），また，ほとんどの企業の財務諸表において見られる方法に限
　定することから，広義説とも言えない。なぜならば，広義説では，企業の特殊性か
　ら，その企業だけが採用する会計基準がGAAPと認められることもありうるから
　である。つまり，T．リーの理解は，狭義説と広義説の中間（その程度については，
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　まだ問題が残されているが）に位置するものと考えられる。
㈱　このように，真実性と公正性とに区分して，それぞれの解釈を行なうことに対して
　は，多くの批判がある。たとえば，D．　Flint，　A　True　and　Fair　Vieωin　comPany
　accounts，　published　for　The　Institute　of　Chartered　Accountants　of　Scotland　by
　Gee　and　Co．（Pubishers）Ltd．，　p．18．（なお，同書の詳細な検討が，朴大栄「真実
　かつ公正な概観について一D．Flintの見解を中心にして一」『広島経済大学経済研
　究論集』8巻1号にある）や，田中弘「イギリスにおける会計規制とr真実かつ公
　正な概観』」r会計』123巻3号，37頁，などである。
㈱　T．Lee，　op．cit．，1982，　p．50．
㈱　この「表現上の忠実性」は，「写実性」とも訳されるが，FASB概念報告書第2
　号では，「測定値または記述と，それが表わそうとしている現象との間の一致また
　は調和」と考えられている　（FSB，　SFAC．　No．2，　Qualitative　Characteristics
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